
【参照条文】浄化槽法関係

浄化槽法（昭和五十八年五月十八日法律第四十三号 （抜粋））

（設置後等の水質検査）

第七条 新たに設置され、又はその構造若しくは規模の変更をされた浄化槽については、

環境省令で定める期間内に、環境省令で定めるところにより、当該浄化槽の所有者、占

有者その他の者で当該浄化槽の管理について権原を有するもの（以下「浄化槽管理者」

という ）は、都道府県知事が第五十七条第一項の規定により指定する者（以下「指定。

検査機関」という ）の行う水質に関する検査を受けなければならない。。

２ 指定検査機関は、前項の水質に関する検査を実施したときは、環境省令で定めるとこ

、 、 。ろにより 遅滞なく 環境省令で定める事項を都道府県知事に報告しなければならない

（定期検査）

第十一条 浄化槽管理者は、環境省令で定めるところにより、毎年一回（環境省令で定め

る浄化槽については、環境省令で定める回数 、指定検査機関の行う水質に関する検査）

を受けなければならない。

２ 第七条第二項の規定は、前項の水質に関する検査について準用する。

環境省関係浄化槽法施行規則（昭和五十九年三月三十日厚生省令第十七号 （抜粋））

（設置後等の水質検査の内容等）

第四条 法第七条第一項の環境省令で定める期間は、使用開始後三月を経過した日から五

月間とする。

２ 法第七条第一項の規定による設置後等の水質検査の項目、方法その他必要な事項は、

環境大臣が定めるところによるものとする。

３ 浄化槽管理者は、設置後等の水質検査に係る手続きを、当該浄化槽を設置する浄化槽

工事業者に委託することができる。

（定期検査の内容等）

第九条 法第十一条第一項の規定による定期検査の項目、方法その他必要な事項は、環境

大臣が定めるところによるものとする。

２ 浄化槽管理者は、定期検査に係る手続きを、当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う者

に委託することができる。


